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 　The purpose of this paper is to analyze the factors of corporate welfare change in 
Japan which grew in close connection with Japanese-style management and to revalue 
the welfare function of Japanese-style management from the point of view of today.
Door pointed out that the Japanese-style management was the model of "employee 
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東海学園大学研究紀要　第19号
community firm" This system was a factor of stability in Japanese society.　But，after 
the mid-1990s, Japanese management style has changed from "employee community 
firm" to "managerial community firm". Now, I think it is important that we revalue 
the Japanese-style management, "employee community firm", and reconstruct corporate 
welfare.







































分野　運動会、保養所施設、社員旅行　⑦その他の分野　育児休業制度、永年勤続表彰 の 7 分
野がある。（3）
   （2）福利厚生費の内訳とその推移
　福利厚生費の内訳とその推移を日経連調査報告（2011 年）（4）より見ていきたい。それによれば、
福利厚生費の現金給与総額に対する比率は、2011 年に過去最高を更新して 18.9％となった。そ




連」が 49.2％、「医療・健康」が 11.8％、「ライフサポート」が 23.1％、「慶弔関係」が 3.2％、
「文化・体育・レクリエーション」が 8.1％、「共済会」が 0.9％、「福利厚生代行」が 1.1％、「そ
の他」が 2.7％である。
　多くの項目で費用が前年度比１ケタ内で増減しているのに対し、2 ケタの増加傾向が続いてい





年度におよそ 9,000 円だった法定福利費と法定外福利費は、その後、法定福利費が 2003 年度に
は 70,000 円を超え、急速に伸びている。一方、法定外福利費は、1990 年代中頃まで緩やかに増
加傾向にあったものの、1996 年度をピークに、以降は小幅な増減を繰り返しながら推移している。
　法定福利費の増加に伴い、法定福利費の対現金給与総額の比率の上昇傾向が続いている。報告

































































































































































































































in face-to-face social relation）と特徴づけるのを好む傾向にあるが、それは、カール・ポラ
ニーが、そこからの離脱が近代市場資本主義が出現する必要条件であると見なした「社会的埋め
込み」（social embeddedness）とは同じではないとする。ポラニーの「社会的埋め込み」の概




































































































   （1）経済界の雇用方針の転換―『新時代の「日本的経営」―挑戦すべき方向とその具体策―』
          （1995 年）（41）
　日経連は、1992 年 8 月「これからの経営と労働を考える」報告を出し、それにもとづいて、





















































































































































































そして、必需的福利厚生と選択的福利厚生に分けられ、最 終 的 な決定は従業員の選択に任され
る。（55）







クリエーション」が 26.3％を占め、合わせて全体の 8 割近くを占めている。「ライフサポート」
の内訳をみると、「財産形成」の費用が多く、次いで費用が多いのは「食事手当・給食補助」で
ある。「育児関連」の費用の増加も続いている。カフェテリアメニューの費用が占める割合が多
























































































































































































































 （1） 西久保 浩二『日本型福利厚生の再構築―転換期の諸課題と将来展望―』社会経済生産性本部　生産
性労働情報センター　1998 年　p３
 （2）　　 同　　　 p14　
 （ 3）   　 同　　　 pp14－15
 （4）  「第 56 回 福利厚生費調査結果報告 2011 年度（2011 年 4 月～ 2012 年 3 月）」一般社団法人日本経済団
体連合会　 2013 年（日本経済団体連合会ホームページより
        http://www.keidanren.or.jp/policy/2013/012.html）
 （5） 西久保　前掲書　pp11 － 12
 （6） 橘木 俊詔『企業福祉の終焉―格差の時代にどう対応すべきか』中公新書　2005 年　p123
 （7） 岡村 重夫『社会福祉学（各論）』柴田書店　1963 年 p78
 （8）　     同　　　pp57－ 58
 （9） 　    同　　　p87 
（10）　間　 宏 『日本的経営の系譜』文眞堂　1963 年間　pp105－ 106
（11） 　　同　　　pp113－114
（12）　 　 同　 　 pp123－124
（13）　　 同　　　 pp124－125
企業福祉の今日的課題
（14）　　 同  　 p133
（15）　　 同　   p204
（16）　 　 同　   pp224－226
（17）　 　 同 　　 p239，pp245－246
（18） ジェームズ・C・アベグレン『日本の経営』山岡洋一訳　2004 年（新訳版）pp22－24
　 　  James C.　Abegglen　The Japanese factory Aspect of its social organization 
      　 　 　 　 　 　 　   The MIT Press 1958 アベグレン
（19） 同邦訳書　  p26
（20） 同邦訳書　  p24
（21） Ronald Dore " Stock Market Capitalism Welfare Capitalism"  2000  p26
ロナルド・ドーア『日本型資本主義と市場主義の衝突』藤井眞人訳 東洋経済新報社　2001 年　p35
ドーアは、この本を書こうと準備を始めたとき、ちょうど、同じような主張の著書 " Michel Albert 
Capitalisme contre capitalisme" Editions du Seuil　1991（邦訳　ミシェル・アルベール著『資本




（22） Ronald Dore, op. cit.,pp26－32   同邦訳書   pp36－43　
（23）                          op. cit. ,pp25－26  同邦訳書  pp34－35
（24）                          op.cit.,pp33 － 34  同邦訳書　pp44－46
（25）                          op. cit. ,pp47－48   同邦訳書　p64    
（26）                          op. cit.p8              同邦訳書　p10 




（29）          同          pp34－35
（30）          同          pp35－36
（31） 村上泰亮　公文俊平　佐藤誠三郎『文明としてのイエ社会』　 中央公論社　1979 年　p131
（32）          同　　　p229
（33）          同　　　p217
（34）          同　　　p216
（35）          同　　　p156
（36）          同　　　p155
（37）          同　　　p157
（38）          同　　　p158
（39）          同　       p132
東海学園大学研究紀要　第19号
（40）          同          p160
（41） 編著　新・日本的経営システム等研究プロジェクト『新時代の「日本的経営」―挑戦すべき方向とそ
の具体策―』日本経営者団体同盟　1995 年
（42） Ronald Dore, op.cit. ,  p52 
          ドーア　前掲書邦訳 p71
（43）       op.cit.,p55     同邦訳書　p75
（44）       op.cit.,p57     同邦訳書　p78
（45）       op.cit.,p68     同邦訳書   p93
（46）       op.cit.,pp69－70     同邦訳書　p96
（47）       op.cit.,p3       同邦訳書　p6
（48） Ulrich Beck Risikogesellschaft Auf dem Weg in eine andere Modern"　1986 Suhrkamp 
Verlag  S.116 
ウルリッヒ・ベック『危険社会―新しい近代への道』東 廉　伊藤美登里 訳　法政大学出版　1998 年
p138
（49）   Ulrich Beck ebd. , SS. 116-117　  同邦訳書　p139
（50）   Ulrich Beck ebd. ;  SS.216-217  同邦訳書　p267
（51）   西久保　前掲書　p211
（52）              同             p214
（53）              同             p219
（54）              同             p223
（55）              同             pp224－227
（56）「第 56 回 福利厚生費調査結果報告 2011 年度（2011 年 4 月～ 2012 年 3 月）」一般社団法人 日本経済団
体連合会　2013 年
（57） 橘木　前掲書     p124
（58）          同                pp125－126
（59）          同                p182
（60）          同               p156
（61）          同               pp192－193
（62）          同               p193
（63）          同               p182
（64）          同               p167
（65）          同               pp168－169
（66）          同               pp180－181
（67）          同　　　　 pp181 － 182
（68）          同　　　　 p194



































　　       調査時期：2011 年 7～8 月
　       　調査対象：社団法人日本能率協会が実施している公開教育セミナーの参加者
　       　調査方法：社団法人日本能率協会の研修実施時に調査票を配布し、記入・回収
　       　回 答 数：390 人
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　また、「2012 年度 新入社員 春の意識調査」（公益財団法人 日本生産性本部）
　（http:// activity.jpc-net.jp/detail/mdd/activity001339.html）
の結果は以下のとおりである。
　 「今の会社に一生勤めようと思っている」とする回答が過去最高（60.1％）となり、過去最低 2000 年 
20.5％と比較すると約 40 ポイント上昇しているとしている。また、「社内で出世するより、自分で起業
して独立したい」とする回答が 12.5％となり過去最低となり、過去最高 2003 年 30.5％と比較すると約 
20 ポイント下落している。
            調 査 対 象：2012 年春に実施した日本生産性本部 経営開発部主催の新入社員教育プログラム等へ
                               の参加者（実施時期： 3 月下旬～ 4 月）
　　       有効回答数：2089 通
　　       有効回答率：97.8％
　　（1990 年より継続的に行っており、2012 年度調査が 23 回目）
　しかし、秋に実施した「2012 年度 新入社員 秋の意識調査」（公益財団法人 日本生産性本部）
（activity.jpc-net.jp/detail/mdd/activity001363/attached.pdf）では、「今の会社に一生勤めようと思っ
ている」とする回答が、同年春より 29.5 ポイント減少し、落差数値が 1997 年以来過去最大となった。
　       　調 査 対 象：2012 年春、秋に実施した日本生産性本部 経営開発部主催の新入社員教育プログラム
                                  等への参加者
　　　　調 査 期 間：2012 年 10 月～ 2012 年 11 月
　　　　有効回答数：340 通














　　　　Munenori Suzuki, Midori Ito, Mitsunori Ishida
　　　　　 “Individualizing Japan:searching for its origin in first modernity”










（Munenori Suzuki,Midori Ito, Mitsunori Ishida　2010　p513）
　しかし、これからの方向性について、企業が、もう一度、かつての「日本的経営」が持っていた「従
業員共同体的企業」的性格を取戻し、そこが、新たな物質的、精神的な“余裕”（elbowroom）となる
べきであるという主張はされていない。筆者は、本論文では、もう一度、企業の日本社会における「公」
的役割と責任、そして、企業内での「共」的性格を取り戻す必要があると論じてきた。
　しかし、それは、かつてのような集団への同調を求め、個人の自由や選択性を抑制するものであって
はならないであろう。その意味で、企業経営も企業福祉も新しく再編される必要がある。
　また、もう一点は、「個人化」を論じる時、日本の歴史的文化的な土壌と社会的関係との関連という
視点から見た場合、「個人化」がそのまま日本に当てはまるのかという疑問である。註（78）で述べたよ
うに日本における「私化」と西欧社会の privatization の違いがあるのではないか、そこから「個人化」
の問題の表れ方も違ってくるのではないかと筆者は考える。「私化」は、間柄主義を残していると言う
意味で日本的な特徴があるのではないかというが筆者の見解である。村上らが言うように、日本人は
「個別化・即自化」しながらも、間柄主義を失うことはないという意味で、西欧とは異なる特徴がそこ
にあると見るべきではないか。上記の論文は、文化論的立場をとらないが、社会の理解において、それ
を捨象することができるのかというが筆者の立場である。
　上記の論文では、たとえば、儒教道徳に見られる忠誠と孝行の役割など「伝統的」な行為道徳が、日
本の第一の近代化において奇跡的な経済成長をもたらした一つの理由であるという見方、あるいは、儒
教道徳が、集団主義的な日本社会を支えるものとして、企業や家族における年功に基づく秩序を形成す
るのを助けたという見方に対し、このような説明が、ある種の文化本質主義に陥いらないように注意し
なければならないとし、著者たちは、集団主義的文化は、むしろ、ナショナリズムのように近代化の過
程で「作り上げれた（invented）伝統」であり、一定の集団を維持するために必要とされた単なるイデ
オロギーに過ぎないとしている。（op.cit　p516）
　確かに、村上らは、間柄主義を有史以来の日本文化の型として文化本質主義的立場で述べているとこ
ろもあるが、一方で、外来からの文化・制度を日本の伝統に土着化する「解体的土着化」という概念や
「習合」という概念が使われている。「習合」とは宗教学的概念であるが、異なる文化の「習合」という
概念には、単なる「文化本質主義」とは違うのではないかと筆者は考える。そして、筆者は、今、英米
型の契約社会、個人主義という外来のものをそのまま日本に導入するのではなく、それと日本の伝統と
の新たな「習合」が必要であり、企業経営や企業福祉という問題もその点から見直されなければならな
いと考える。集団主義的文化をただイデオロギー的にとらえるだけでは、日本の近代化過程をうまくと
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らえきれないのではないかと考える。それは、今後の日本社会の見通し、方向性の議論にも関連してく
る問題であると考える。
　しかし、その場合、集団主義文化と個人の選択性、自由という問題と、それがどのような整合性を持
つのかという点については検討されなければならない。特に、環境の不安定要因が、間柄主義への回帰
が、同調主義を強化し、それが異質なものへの排除へとなっていく危険性は十分に見てとっておかなけ
ればならないと考える。
　筆者は、震災を契機に、人々の間に集団回帰の兆候があるという仮説を持ち、それをどのように理解
し、企業経営、企業福祉は対応すべきかという点を最後に問題提起したが、上記の論文は、人々は、現
在、「個人化」と「安定への願望」の間に引き裂かれているという認識に立ち、そこから集団回帰とい
う兆候があるとはしていない。上記の論文は、2010 年に書かれており、東日本大震災の前で、その後の
「絆」の強調に見られるような集団指向が現れていなかった点も、見解の違いとしてあるのかもしれな
い。しかし、現時点での認識として集団指向があると見るのか、あるとしたらどのような質の集団指向
なのか、それとも、個人化の流れは変わらないのか、この点は、より調査研究が進められていく中で明
らかにされていくべき点であると考える。
　また、『リスク化する日本社会―ウルリッヒ・ベックとの対話』（ウルリッヒ・ベック、鈴木宗徳、伊
藤美登里　編　2011 年　岩波書店）において、上記の論文を引用し、日本においては、エスピン・アン
デルセンの『福祉資本主義の三つの世界』におけるリスク保障の３つのタイプ、国家がリスクに対する
備えを提供する国家統制モデル、多様な社会制度（家族、企業等）がリスクを引き受ける社会モデル、
個人が自らリスクを処理しなければならない新自由主義モデルのうち、社会モデルを代表していると論
じている。そして、鈴木らの論文から、ベックは、日本社会においてリスクに対する備えの責任を担っ
ていた社会的諸制度は、1990 年代以降の経済のグローバル化と日本企業の多国籍化の進行によって崩壊
の危機に瀕し、企業は社員の生活を社会的に保護する役割を放棄し、政府は新たな国土を開発すること
をもはや約束できなくなり、経済と国家による保護を失った諸個人は、「グローバルなリスク社会にむ
き出しで投げ出された」（op.cit　p515）と理解したと述べている。（『リスク化する日本社会』pp83－85）
　このような認識を共有しつつ、これから日本社会はどのような方向に向かうのか、「人々に自分自身
の選択を行うことを認める十分な物質的、精神的な“余裕”を保証するより安定的なシステム」はどの
ようにしたら形成されるのか、今後の日本社会の動向を見つつ、研究されていく必要があると考える。
